


























































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tCapitant，1939， pp．498，499． nos7， 8．；Ghestins　La　notiond．erreurdans
　　le　droit　pDsitif　actuel，1965，　no137　　et　　s．；H－1」．et　J．　Mazeaud，　Lecon　　de
　　droit　civil，　t．ll，6d．3e，no173；Planiol－Ripert　et　EsmeinpTrait6
　　pratique　de　droit　civil　Fransaise，　t．vl，〔≦d．2e，195Z，no177．et　s．
　　これに対し、Josserendが反対のようである（Maury　op．　cit．，p，498）。
　6）＜invincible》の語については、星野教授は「打ちかちがたい」（前掲268頁）と訳され
　　るが、木村k板倉教授の「克服不可能な」にならつた。
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　1．　序
　序章に澄いて、著者は、まず、フランスにおける法諺の一般的役割と、その内にあつてError
communis　facit　jusの法諺の特殊性を明らかにして、よって、この法諺の基本的問題を提起
しているo
　わが国をはじめ、一般に議会が法典編纂に努めてきた国では、いろんな法諺に出くわし、それが、法
体系のうちで種々の作用を営んでいることに気づくであろうoそのあるものは、渋典を形成しているも
のもあれば、また他のものは、法典起草者に忘れられた、法典外で機能しているものもある。さらに、
後者の内には、あるいは、現実に生起する複雑難解な問題を一刀両断に解決し、いっゆる法典の欠飲を
補充する役割を果しているものもあり、あるいは、もっと出世して、制定法規と衝突し、それと効力を
競蛤うに至るものもある。Error　communis　facit　jusの法諺は、実働・かる最後の効
刀を有する場合に属し、法規の衝突をきたすからこそ困難な問題となる。
　Error　communis　facit　jusの法諺は、公平の観念から一定の法規に反する箏実状態を
維持し、例外的に法規の厳格性（rigueur）が弱められる場合である。すなわち、かかる法諺の支配
の下では、常に法規違反（une　violation　de　la　r6gle　de　droit）が有効とされ、現
存の法規が是認されないのである。たとえその違反が強行法規に反する錯誤の場合であれ、また、法律
の錯誤に関する場合であれかまわないのである。この点で、単に個入の善意（bonne　foi）を前提
とした民法1110条に規定する合意の蝦疵を生ずる錯誤と、および、法が善意に対し、時効（pre－
scription）、果実取得（1’acquisitlon　de』　fruits）の制度として認め、創造的効力
（effet　createur）を・与えているのとは事情を異にするo
　したがって、Error　communis　facit　jusの法諺が認められるためには、それだけ相当
厳格ft条件が要求される。すなわち、法規を無視するにつき克服不可能（invincible）な錯誤で
なければならないのであって、単なる錯誤は問題とならないo実際上も、この場合にだけ錯誤を回避す
ることは不可能であり、陥らざるをえない錯誤というものは一掃できないからである。
　そこでError　cnmmunis　facit　jusの法諺は法規の権威（1’autorit6de　la　loi）
の原理を越えた、社会の安全（s6CUrit6　SOCiale）の保証kないし、公の秩序の規則として考
えられる。共通錯誤（Error　commun孟s）は多数人が陥る錯誤で、制定法に寄つて論理的に打勝
つている者、または、自己の権利の証明のために真実を王張する者の犠牲の上に認められる制度といえ
る。いわゆる個人の私的利益の保護から、公的利益の保護への変遷の現れと見れるo
　な澄、著者は法規に身を寄せる真実権利者との私的利害の衝突の点で、真の催利者の保護こそ、正に
真の公平に合致するのではないかとの疑問を投げている。しかし、わが裁判所は克服不可能な外見
（1’apparence　invincible）に優先的地位を与えているようであると述べている（PP．929
～952）Q
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　2．沿革
第一章R鱒（Historique）」に勧て、著者は、Error　co㎜unis　facit　jusの
法諺の起源を・一・マ法に求め、さらに、それがアンシヤン・レジム（［An　c　i　e　n　ft6gime）期を経て1804
年、現行7ランス民法典成立によつて生じた新らたな現代的問題の発祥を探つている。以下、順に簡単
な触れてお・くことにする。
　11）ローマ法期　ローマでは、すでにError　communis　facit　jusの法諺はtoそらく公
平の観念から受入れられ、ローマ法典の下では元首峡峙代の法学者Ce三susの“Jus　est　ars
boni　et　aequi”i法は善と公平の術である）の定義に類似するものと考えられていた。この期
にわいて最も有名な事件としてLex　Barbarius　Philippusがある。　U且pienの云えると
ころでは、逃亡した奴隷Barbarius　Philippusは自分は自由な市民だとふれ、そのため誰れ
も彼の身分を怪しまなかつたおかげで長官の職（prざture）に就任できた0そのずつと後に、その真
実があばかれたのである。しかし、その執務する間に多くの法律上の証書が彼の手で作成された。した
がつて、これらの証書の有効を請求したというのである。これに対し、法律顧問（jurisconsulte）
は公平を考慮し、t‘Hoc　enim　humanius　est”だとして、その証書の有効を宣言した6
　（2）アンシヤン・レジム期わが最高法院（Parlement）もローマ法の権威を受継いで、異論なく、
Error　communis　facit　jusの法諺を援用し、度々ならず違法者（irr6gularit6）
を保護するために、Lex　Barbarius　Phi且ippusを引用していた。
　（5）現法典期　法典起草者は、この堅固に確立された法諺に直面したが、ローマ法学者を手本にして、
逆説的な、何か立法者に屈辱的なこの形式に対して沈黙する態度をとつた。しかし、この沈黙から、つ
ぎの疑問が生じた。すなわち、共和暦12年風月50日（1804年5月21日）法庫7条は「ローマ
法、王令、一般的loよび地方的慣習、政令、規則は、現行法典を構成する法規の対象となる事件では一
般的、特殊的法の効力を停止する」として、論埋的にはError　communis　facitjusの法
諺の効力を否定しているように見えるoしかし、起草者はかくの如きことは予想して澄らず、その解決
を人々に託したといえるoいな、共和暦15年の法律がそう重視されれいなかつたことは、わが裁判所
で他の格言が引用されている例を致えるだけで充分知れる。
　その5年後の1807年7月2日国務院（Conseild’Etat）は、共和暦13年の法律の解塚的
意見として、この法諺の有効性を明確にしたQそれはつぎの箏件を契機としていた。市長の書記官（les
secr6taires　demairie）は、アンシャン・レジム期の書記官と同一確限を有すると思つて
真正に便用する抄本（extrait）を交付した。ところが、市長の9記官にはこの種の抄本の交付確能
はなく、’ただ身分吏がその作成確限を持つていたのであるoこれに対L国務院はこの抄本に真正さを
与える決定をして、行為を有幼とした。その411由として「いつの時代でも、またどの国の立法例を考え
てみても、共通錯誤と舗（1’erreur　commune　et　la　bonne　foi）は、行為（藷）に
知いても、裁判にお・いても、両当事者が予知できない、しかも予防できないような遅法を保護するに充
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分である」と述べているのは有名なことである（PP．955～955）。
　5．tirror　CO“muni　s概念
　第二章「＜Error　communis＞の法的概念」に詮いて、著者は従来からのerror　communis
閾念の支配的見解を概観して、その不充分性を指摘し、自己の基本的姿勢を確立している。この章では
error　communisとは何かの当該法諺の意義内容を追求することに尽きるが、それに先立ち、ま
ず、著者はerrQr　communisの根本的な形式（form）を浮き彫にし、つぎに、この意義につい
ての学説の対立に移っている。
　元来、二個人の対立する私的利益に関する事件では、一般に単なる個人の善意により争いを解決する
のは谷易であり、個人聞の1副限的利益が問題となるだけである。しかし、猛rror　communisの法
諺の支配する下では社会的利益の保護ないし公の秩序が問題にされ、単に個人の内心に診ける出来事と
して片付けられない、非常に多くの人々がかかりうる外形的状態（une　situation　apparente）
が存している。ここでは多ぐの人々が陥る、または、陥る可能性のある錯誤を予定している。
　つぎに、錯誤がcommuneでなけれぱならないとはどういうことかの問題であるが、これには、従
来から客観説と主観説の微妙な対立がある。
（1）客観説　Error　communisを大多数（plupart）ないし全員（tous）が陥る錯誤とし
て、錯誤者の入数から抽出する純粋に客観的基準（crit6re　purement　objectif）を唱え
るのはDemogue以下の当時の注釈学派（les　glossateurs）である。さらに、　Demogue
によればerror　communisは「集団的善意の類」（sorte　de　bonne　foi　collec－
tive）であり、同時に相手方の善意に類似し、非常に多人数（un　grand　nombre　de　per－
sonnes）によって、すなわち、単に契約両当事者ぱかりでなぐ公衆（le　pubtic）に共有される
錯誤としている（Demog　Lt　v，　op，　cit．，nos　2　18，277）Qこの立場は、結局くcommunis》を
強調し、人の数の問題にとらわれた点で特異性を有しerror＜communis》と呼ばれる。
　しかし、この立揚には、ある外形を信じても全くつまらない（stupide）錯誤を保護する場合、あ
るいは、なんら正当な理由もないのに（sans　motifs）法規違反を保護し、間違いのない真実権利
者の利益を侵害する危険のある場合も含まれ充分満足なものとはいえない。Pothierの「公の秩序
澄よび社会的安全は公衆が正当と信ずる理由がある場合にのみ脅かされる」ことを想起すべきである。
　（2）王観説　それに対し、「追求されるべきは錯誤の原因（cause）」だとして、より王観的基準
（crit6re　subjectif）を主張するのはLoniewskiであるo　Error　communisは錯
誤に陥いるに至った原因を究明することにより、理性的な人（homme　resonnabl6）でも、な澄
かつ陥らさるをえない錯誤である。他に、いわば艮家父として（en　bon　p6re　de　famiile）
行勤する場合に許されるなら充分であるとするものもある。
　しかし、この立揚からでも、判例は相当殿格であるoすなわち、「錯誤者が予測（prevoir）かつ
予防（emp6cher）もできない」揚合、あるいは「人の倶重さ（prudence）でもつてしても予防
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できない」ような場合（Cass．civ．，5Ju三ll．1877，b18／ア，1．429）、あるいは、「非
常に倶重で、かつ、注意深い（avis6s）者が」一いわば、優秀な良家父（1，excellent　pater
familias）であるが一「倫埋的に（moralment）、避けられない場合」でなければならない
（Seine，10　juin　1905，Gaz．Pal．，1905．且M9）のであり、とりもな衿さずこれらの
集約が、いわゆる克服不可能（invincible）な場合である。＜invincibIe》な錯誤は、単に
許されうる（excusable）だけで不充分で、もつと義務的（obligataire）、必然的（n6ce－
ssaire）な概念である（Cass．Req．，4　f6vr．1850，　S．1850．1．180，　Cass．，5juil1。
1877．）。
．そこで、著者によれば、このinvincibleの埋論は判例の精神を最も端的に表現しているが、は
たして前記客観的基準を全く考慮しない態度であろうかとの疑問を投げている。
　（3）以上に対し、著者は両者の折衷的立場を確立している。著者によれば、大多tw　k一よぴ巣団の意見
に最大の価1直を与えないとする立場からでも、錯誤が普通的に（universellement）共有される
場合には回避不可能と考える仮設には、真実な点が残されている。したがって、かかる事実の存在は克
服不可能性の推定（pr6somption　d’invincibilit6）を生じ錯誤王張者は錯誤が一般的（g－
eneral）であることを示すだけで、　Error　communis　facit　jusの法諺の背後にたて
こもることができる利益がある。反対に、その相手方がこの法諺の適用を阻止するためには、その一般
的に共有される錯誤は実は克服不可能なものではないという反証を挙げなければならないoだが、error
communis概念は、もはや客観的基準に支えられている必要はないので、現実には多数人に影響し
ない場合も認められ、この場合には、錯誤圭張者の方からinv・i　nc　ibleの要件を証明せねばならな
いo
　それでは、どんな場合に錯誤はinvincib旦eなのであるか。この問題の具体的考察は次章以下に
譲るとして、ここでは、まず、invincib4eと目されるべき要素をいくつか分析している。
　第一に、著者は、破殿院の態度を支持して、iMe　r　l　i　n以下の注釈学派が唱える「いわゆる色ずり名
義の理論」（la　th60rie　dite　du　titre　color6）を否走する。これは官庁（autor－
lt6）の作成にかかる証書を一般第三者が、その外見を信頼して陥る錯誤の場合をいうoそして、　Me－
rlinは「王務百庁の証書（行為）は共通錯誤を許レかつ、正当化する色ずbの名義なり」として、
それ以外の共通錯誤を認めない。しかし、これに対L確かに官庁の作成する証書の場合はinvinC－
ib且eな場合が多いが、そうでない場合もあり、また、9庁とは無関係に生ずるinvincibleな
錯誤もあるとして、その具体的判断は裁判官に任されているとする．J
　第二に、「目常刺用・1生」（usage　courant）を考恵する必要がある。　Cれはinvincibleの
判断の峙期（6poque）の尚題で、ある特定の時期に、　hlvincibIeと考えられていても、もは
や他の峙期にはそうでない砺合がある。例えは、古代法では、公証人の土地菅轄の錯誤ば区画が不明畷
であつたからinvincibleと考えられたが、今日では、共和僧」11年風月法倖5条により、非常に
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明確な境界を画したので、もはやそうとは考えられない。
　弟三に、「公知性」（publicit6）の役割は大きい。これは次の二面に作用する。その一は、公
知性がerror　communis‘う範囲を【tS“UISNする。例えば、破産（faillit6）は全ての人に知られ
うることから、破産者の能力についての錨誤は、めつたに裁判所に詮いて谷れられないように、第三者
が、もはや知らなかったといえないような事実は知られている（connaisSanCe）からinvinci－
bleとはいえない。その二は、公知性が誤った外見を副造し真実に見せかける点で、　Error　com－
munisの法諺の淵源となることである（PP．955～941）0
　4．invincibieな法律の錯誤
　第三章「事実の錯誤と法律の錯誤一法律の錯誤も＜error　communis＞を構成しうる一1と題し
て、署者は、法律の錯誤（1’erreur　de　droit）がerror　communisを満たすかの問題に
ついて、従来の消極説を批判し、実際的にも、理論的にも積極的に認めるべきであると王張する。
　一般に、法律の錯誤は法規の存在についての錯誤をいい、事実の状態についてのいわゆる事実の錯誤
と区別されるが、どちらもError　communis　facit　jusの法諺の適用される場では法規違
反の結果を生ずるoところが、事実の錯誤になることには異論がないが、はたして、法律の錯誤が、
invincbleとなる揚合があるのかについては争いがある。しかし、この問題は実際上、相当重要
である。というのは、一般に事実の錯誤は伝達方式や公知性の基準の進展によつて、次第に滅少の傾向
にあるが、逆に法律の錯誤とりわけinvincibleな法律の錯誤は、法規の数がふえるにつれて、次
第に増加する傾向にあるからである。
　ところが、従来から異議を唱えてきた代表者たるVaiabr6gueなどの主張する根拠は、一つに
「慣習は法を廃止しえない」（Coutume　ne　peut　abroger　loi）、他に「何人も法を知ら
ずとみなされない」（Nemo　legem　jgnorare　cenceteur）の両法形式を引用して、公の
秩序の名に語いて法律の錯誤に法的効力を与え保護する必要がないとする点にある。
　これらに対し、著者は、まず、前者の法諺について、確かに慣習は法を廃止することはできないと言
えるoだが、ここで問題にする、Error　communisの法諺は、法を廃止（abroger）してしま
うことはなんの関係もない。すなわち、Error　communisの法諺の適用によつて法規を侵署する
結果が生じても、単にそのような事実状態の維持を保護するにすぎず、法規を、．すなわち、現在有効に
遵守されるべき法を改廃してしまうものではないoつぎに、後者については、前者と同じく、法の補充
として公の秩序の原理に属するが、公の秩序は、法規がもし知りうるならば尊重されるべきであること
を要求しているだけで、このことは氏法1条「法は公布が知られる峙より」（en　pourra　etre
connue）の規定からもわかる。しかも、後者の法諺は一般に法規は知られているとの推定（pr6s－
omption）を生ずるにすぎlt　Vb
　以上から、法律の錯誤自捧冷よひ法律の錯誤が共通錯誤を講成するとの命越に反対する理由はどこに
もないoしたがつて、ここで事実の判断に立ち帰らねばならないoすなわち、法律の錯誤はどんな易合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一202一
に回避できないのか、または、どんな場合に法規は知られるべきであったかを調査せねばならない。以
下、これまでのinvincibleな法律の錯誤に関係した事件を、いくつか掲げている。
まず、単に法規の不知詮よび誤解による、invincibEeな法律の錯誤に関する例として、その一d
1837年法は身分吏の職の任命について、市町村長が市町村議員に、その名薄II頂に委任すべきことを
規定しているのに、Montrogの市長は次順位の市会議員でない別の議員に誤つて就かせた。その不
正な議員の在任中、5組の婚姻が彼の手でなされた。この婚姻は有効か。これに対し、Seine裁判
所は、無効としたが、破般院民事部は間接的だがError　commun重s　facit　jusの法諺をほ
のめかし有効と判断した（Cass．civ．，7aout．1885，D．1884．1，5，S．1884．　L　5）
　しかLこの事例は市長の陥つた法律の錯誤で、一般人が訴えるのはその点ではなく無貞幡な議員を
正当な催限ある身分吏なりと誤信したことに存する。通常、婚姻当事者にはかかる催眼の調査は義務づ
けられていない。このような一股人の錯誤は、．な澄事実の錯誤に属し、しかもinvincibleな事実
の錯誤である。
　その二は、共和暦11年風月25日法律9条で、公正証書（acte　notaire）の作成は、二人の
公証人、または、二人の立会人（t6moin　instrumentaire）と一人の公証人を必要としてい
るにもかかわらず、これを軽視し、一人の公証人のみで作成した証書の有効性を争う事件であるっしか
し、それには当初、控訴院・破殺院ともに、この規定を軽うんじ無効によつて不利益を負う者を保護す
るために、唯一の公証人のみで足りると判断していたという事情があった。これに対し、破殺院は
Error　communisの法諺を認めず証書無効を確認した（Cass．　civ．，25　janv．1841，
S．1841．1．105，0ass．　civ．，16．　nov．1841，　S．1842．1。128）oこの判例の変更は、
単に法の厳格性ばかりではなく、かかる法律の錯誤は法規を読むだけで充分知れるもので回避可能で
あるからinvincibleでないと見たのであるo
　そこで、著者によれば、わが国の裁判所は、はたしていかなる場合にinvincibleな法律の錯
誤を認めるのであろうかと疑問を投げるoしかし、裁判所も法律の錯誤と事実の錯誤とを同一の原理に
立脚させて見ているといえるし、さらに、近時法律の錯誤の判断基準を錯誤者自体が陥ることが自然的
な場合にまで緩和してきていると附言しているQ
　つぎに、法規の誤解が、誤つた判例（jurisprudence　erron6e）から生ずることがある。
すなわち、裁判所が法規の解釈を誤つてなした判例を、一般人が信頼して生じる法律の錯誤である。例
えば、株式会社が複数投票権附株式を発行する場合、株主は一票の誤票権ごとに会社を指琿しているが、
従来から、この投票権の結合の有効性が議論されてきたが、1922年6月12日Seine商事裁判
所は有効と判断した唯一の有名な判決がある。この場合、仮にある会社がこの唯一の判決を信頼して複
数投票権附株式を発行し、株王総会でこの特別投崇権の行使が許可されたとしようoところ瓜裁判所
が逆に無効と宣言した場合には、はたして、その会社はinvincibleの理論に訴えられるか。
　このように嵯一の判決は克服不可能な外形を作り出すには充分であるが、常にinvinCibleな法
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律の錯誤を生ずるとは限らないoさらに、四周の情況、例えば、上級審の判決かそれとも下級審のもの
か、公然と法規に矛盾した判決ではないか等を考慮して具体的に判断すべきである。通常、われわれは
判例を法の淵源として、また、真実の表現として受取りがちであるが注意せねばならず、結局、非常に
慎重で注意深い人がこれらの判例の変動を予知できない腸合を基準とすべきことになる。
　最後に、学説（doctrine）はinvincibleな法律の錯誤の原因となりえないかの問題につい
て、学説にも法的拘束刀が与えられないものかと疑問を述べている（PP．941～950）。
　5．Lrror　CQ㎜u夏isの適用範囲
　第四章「＜error　communis＞の効力：＜error　communis》梶陥つた者の保護」と題して、
著者は、まず、＜facitjus》とはどういうことかの意味を追究し、つぎに、　Error　communis
facit　jusの法諺の効力の及ぶ適用範囲を、これまでの判例を分析することにより検討しているo
な澄、facit　lusの意義については、前述「序」に診いて、重点的に述べたので、ここでは重復
しなh程度に触れて冷くo
　前に見たようにError　comMu11　is＜facit　jus》は制定法規を侵害している一定の箏実状
態の維持を保証する、いわゆる法（権利）の創造的効力を有するもので、単にわが国で優遇を受けてい
る善意以上の効力がある。この法諺が適用されるには、錯誤者が裁判所で、この一般に公知されていな
いError　communis　facitjusの法諺に寄ることを援用しなければならないo
　注意すべきは、facit　lusとは各観的な法（le　droitobjectif）、いわゆる将来にま
で有効な全ての人を義務づける絶対的法規（r6gle　juridique　abstraite）を発生させる
かどうかには関係がない。facit　jusは既存の制定法を改廃し、新たに法規を作り出すことでは
ないからである。いわばError　communis　facit　jusは慣習的効力があり、しかも、わが
国では法規に反する慣習も、法の真の淵源となりうる。Loniewskiの言葉を借りれば共通錯誤は
客観的法からではなく、王観的な法（le　droit　subjectif）から生ずるとの適格な表現があ
るo
　そこで、著者はErroτcommunis　facit　jusの法諺が、実際にフランスの裁判所で肯定
された事例を、それは王に事実の錯誤に関するものであるが、掲げて具体的に考察しているo
　一般に、裁判所は事実の錯誤の事案に対しても、この法諺の適用については相当厳格な態度を示して
澄り、特に破毅院は、これまで、管轄違い、不正に選任された官吏、齢よび、無負格な立会人、公証人
による証書の、いわゆるLex　Barbarius　Philippusに属する類と、表見所有者、表見相続
人、k・よび、会社の業務執行人が不正に惟限を行使する場合等の表見受任者による行為の有効を認めて
いるにとどまる。しかし、破毅院も慎重ながら序々にその適用範囲を拡大する傾向にあり、控訴院では、
現にこれらの他ににも認めている頑域があるo
　これらのうち、著者は、近時の童要な問題として表見所有者の場合を中心に考祭している。
　まず、表見所有者の場合には、前者の官吏による証書等の場合と異なり、一方では、真実確利者と誤
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信し、実は表見所有者と取引をしていた第三者がk・り、他方では、何ら非難されるべき過失のない真実
所有者がto　b、両者の間に激しい私的利害の対立が生じる。もつとも真実所有者に過失があれぱ、この
解決はさらに容易vcなるであろう。この対立をいかに処理すべきか、すなわち、表見所有者の行為を無
効とすべきか有効として持続すべきカも
　つぎに、「何人も自分で所有するより以上の権利を他人に譲渡できない」（NemO　Plus　luriS
ad　alium　transferre　potest　quam　ipse　habet）の原則は、実走法の基礎であ
り、これを表現した居法の規定もいくつかある（民法2125条等）。表見所有者の行為にError　co－
mmunis　facit　jusの法諺を適用すれば、自らこの原則を侵害することになる。しかし、裁判
所は社会的利益ないし取引の安全の保護の見地から、この原則を弱めることをためらつてはいない。
　したがつて、裁判所はこのこ点の問題を克服し、1900年代に入つて、表見所有者の取引行為には
じめてError　communis　facit　jusの法諺を適用して、その行為の有効を曜認したoそれ
は法的存在ないし人格のない宗教団体（congr6gation　non　autorisざe）の不動産を、実は、
その信者に帰属しているが、宗教団体の名義（prざte－nom）で、善意の第三者に抵当権設定kよび
譲渡した事例に対する一連の判例からである（Cass．Keq．，20　juiU．1910，D．1910．1．
392；Seine，4mai　1905，Gaz．PaL1905．H．119；Cass．civ．，17　juill．1907。
1．405）。
　さらに、著者は、この表見所有者の問題は、古くから判例でも認められている表見相続人の埋論から
発展したものとして解しているQだが、表見相続人による場合といえどもその簡単なものではなく、そ
の事例として、例えば、遺言が発見されないために、遺言相続人が従前からいるのに、法定の相続人に
より、相続人の資格でなされた弁済澄よび譲渡の場合等に見られる。当初、破毅院は、Error　co－’
mmunisの法諺によらず、共同遺言占有理論によつて有効としてきたが、僅々の反対があり、学者達
は責任領域の問題として、過失（faute）、危酸（risque）澄よび権利濫用（abus　dedroit）
として説明してきた。その後、1877年破毅院は、相続人たる未成年者が後見人によらずに抵当権設
定をなした事例において、Error　communis　facit　jusの法諺を明催に真正面から認め
（b1877．1429）、こd（至つて、取引の安全は所有催の利益を凌鴛することを確認し、完全に
わが立法の傾向を打破した（PP．950～959）。
　6．結論，
　帰結として、これらの実際的列挙は数限りなく、また、引用例を全て明らかにしても、あまり利益が
な鴨結局、Error　communis　facitjusの法諺は、全く完全な効力を有する法律の適用
領域の問題であり、法律の規定の一般的秩序の例外に位直する。したがつて、この法諺によつて訴訟手
読に澄いて証拠の範囲が拡帳されるものでもない。同時に証拠に澄ける真実の確立には役立ち得ないこ
とは明らかであろうQ
　今日、一般に、わが国ではError　communis　facit　jusの法諺は外観埋論（la　tn6－一
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orie　de　l’apparence）と結合して役立つている。わが国の法典に澄いて外観に慶越した地位
を与える制度としては、例えば、隠匿行為（contre－lettre）、占有（possession）、誤想
婚姻（mariage　putatif）、登記（transcription）が挙げら駄しかもその範囲は拡大
の傾向にある。例えば、表見住所（domicile　apparent）である。またError　communis
の法諺との関係でも、表見所有者、表見受任者、齢よび表見能力（capacit6　apparent）が挙
げられるであろう．）
　最後に、ここで、Error　communis　facitjusの法諺を媒介として、当初の法律観念に
立帰つてみて、基腱（fond）よりも形式（fQrme）に、また、真実（r6alit6）よ参も列形（appa”－
rence）に優位を置いているかどうかを確認するのも興味深い。さらに、少し逆説的に見えるかも知
れぬが、法律関係の過度の複雑さは、外観の信頼を余儀なくさせ、もし、真実が社会秩序を乱すなら、
Demogueの言葉を借りれば「権利の合理的外見は第三者との関係に澄いて、権利自体と同様の効刀
を生ずる」ことになると著者は結んでいる。な澄、cこでは当該法諺の諸外国との比較は省略する。
（PP・　959～964）o
　澄わりに
　以上が、本論文の概要であるが、わたくしの不手際により、著者の意図を充分紹介できなかつたので
はないかとの不安の念にかられてならない。最後に、若干の感想をつけ加えてみようo
　第一に、まず、本論文のなかにはローマ法から1920年代に至るまでのフランス私法にむけるEr　一一
ror　communis　facit　jusの法諺に関する重要な問題点は、ほとんど全て論じられてtsり、
しかも、それが豊富な判例の分析の裏付けによつて明解に叙述されている。思うに、7ランス19C末
から、本論文の寄槁された20C初頭までの時期は、ナポレオン法典が制定されてから約100年過ぎ
にあたり、ヨーロッパにおける産業の高皮発達とともに、祉会生活の被雑多様化の様相はフランスにも
例外ではなく、’ ｳらに、法の分野に澄いても、従来の原理の修正の必要から公平の観念および公の秩序
の理念が顧みられ、また、いわゆる法の欠歓の補充の問題も大きく現われてきた。このような事情の下
で、Error　communisの法諺も再確認されてきたのであろう。そして、著者の労作は当時の
Error　communis　facit　jusの法諺の議論の集横された豊かな内容を誇つていたと思われ
るQこのことはζそれ以後、今日までわたくしの知る限りでは、この法諺に関する論文を見ないことか
らも知れるo
　第二に、著者は第三章にk・Viて、　Error　communisはinvincibleな錯誤で、かつ、多
数人の陥る錯誤だと述べるのには異論がないが、さらに、疑問を投げながらも判例が、あたかも前者の
基準に固まり後者を捨てているように解してk・られるのは適切な分類とはいえず、．やはり判例も著者と
同じ立場ではないかと思われる。元来もError　communis　facit　jusの法諺は、多数人が
余陵なく錯誤に陥る可能性があるからこそ公の秩序ないし一般的利益の保護の観点から、認められるか
らである。しかし、現実に多数人が陥つたか否かは間とところではなh）なお・、invincibleな
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錯誤は、著者も指適する如く、「非常に慎重で注意深い人」が、すなわち「優秀な良家父」でも回避不
可能な錯誤をいい、フランス雌で戦る「良家父」（601条）、わが国で「善菅義務」（644条）
以上の高い程度である。しかし、物埋的不可能である必要aない。
　第三に、本論文の最大の間遡点はinvincible（克服不可能）な法律の錯誤が認められるかにあ
ると思われる。確かVa　1920年頃までの判例の分析からではinvincibleな法律の錯誤の具体例
を見出せず説渤鰯順があるが、著者が強謝・鶏融蝉頗実姫が充分ある1乙燃
わたくしのその後の判例の検討も進んでいず、今後に譲りたいoなts、これに関連して著者によれぱ
Nemo　tegem　ignorare　censeturの法原則を、「推定」の意味に解して澄られるが・当
時からも争いが存したようであるが、2）現在では、Boulangerによれば、それは全ての利署関係人
が全ての法：規を知つていることの燕定ではなくして、単純に不知を口実に裁判官の法規適用を拒否でき
・t・Viと臆床であるとしてい魂）いずれにしても、・の法原貝・jは、・nvin・・bl・雄律の鐵を否
定する論拠とはなりえない。また、判例・学説が干渉した結果生じるinvincibieな法律の錯誤の
問題には興味を覚える。フランスのように、ある程度判例を重祝する法体系の下では、その実現の可能
性があり、もちろん英米法の下では認められるであろう。この問題は、結局、判例・学説が法源となり
うるかの議論に発展するo
　第四に、著者の予測どk・り、今日では、Error　communis　facit　jusの法諺はappa－
＿ce蝋とreaして＿段と発達してきている．・ラ・Xの判例は観相続人4あイ也tz・、近年粗、
表見所有都、び表見受儲の場合に・で盛ん耀められてきている匙）っぎtr・．　192・年以後の表n
所有者の作成にかかる証書の場合をいくつか掲げてteく。
　その一は、仮装贈与（）ib6ralit6　deguisざe）による表見所有者が抵当権を設定した事案に
ついて、破殿院民事部1965年4月5日の判決であるo事実は、父親Aには甲・乙二人の息子がある
が、不義の子、いわゆる姦生子（adut6rin）乙に対して、自己の不動産の仮装贈与をした。その除
公証人による証書k・よび登記も作成」正当な贈与の外見を備えた◎ところが、乙はそのような事情も
知らずに上記不動産に対し、善意の第三者丙に借財のため抵当権を設定したというのである。これに対
し、破殺院は「共通錯誤の支配の下で行動する善意の第三者は……表見所有者の名義（証書）の無効が
公の秩序に関する場合には……その表見所有者に同意された譲渡および抵当権設定の有効性には何ら影
響を及ぼさな同と判断した6も
　その二は、表見所有者たる株式会社の業務執行入の行為に関する破毅院予審部1946年5月19日
判決である。事実は、ある制定法に違反して設立無効をきたしている保式会社に澄いて、その業務執行
人が会社の不動産を担保に、かくの事情を知らない善意の第三者に抵当権を設足した◎これに対し、
N↑me商事裁判所は、かかる会社の設立無効は「共通錯誤の儀牲盾に対し、担保不鋤産の表見所者た
。株式会1±、cよ。て1臆。れ儲当勲鰍す・」と」破蹴も・れを支乱た7き
　その三は、invincibleな錯誤を否定した下級審のものとして、会社財産の処分確限を欠く者に
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よる譲渡で、いわゆる所有なき売買（vent　a　non　domino）について、　Sein裁判所1951
年2月22Hの判決がある。実は株式会社に属する不動産を、会社を代表して売買の名義人となる資格
のない単なる不動産の管埋人が、9意の第三者に譲渡したoその除、二人の公証人がその売買に干渉し
ていた。したがって、真実惟利者である会社の代表者が不勤産の所有権回復請求（demande　en
revendication）を起こした。，これに対し、裁判所は確かに公証人の干渉は不当だが、かかる権
囎越は「回灘たは予防が可能だから、invincib1，でない」と判断したε乙
　第五に、Error　communis　facit　jusの法諺を、わが国の問題として取込むには慎重で
なければならないであろう。わが国に澄いても、法的安定性の見地から、また、裁判所の裁量に関する
問題等からも、この法諺を考祭せねぱならず相当困難な間題である。しかし、実際上、現存法規を適用
しては不合理な結論を生じる事件の発生も可能で、’ ｻの場合、lt　teも不合理な制足法に固執すべきか、
それとも、合理的原埋を裁判官が独自に入れることはできないであろうか。この法諺は、近時とみに盛
んlt　Estoppe丑の法埋、　Rechtsschein埋論とも同一の立揚にあり、な冷さりにできない問
題であると思われる。
　1）同趣旨の論文として、Decottignies，L’erreur　de　droit（Rev．　trim．de
　　dr．civ．，1951　P．309）があるQ
　2）例えば、Demogueは、この法原則は刑事事件に適用されるだけで民事事件では絶対的効刀な
　　しとしている（Demogue，　op．　cit，　no228）0
　5）　Boulanger，　oP．　c孟t．，　P．577　no41．
　4）　Cf．　notamment：Cass．　Req．，20　mai　1935，　D．1955．1．97．
　5）　Cf．Cass．，15　decem．1962，⊥X1965．1．277；Cass．civ．，29　avri1．
　　196　9，J．　qP．1969．∬15972．な　ts、最近の論文として、　P．Lescot，　Le　mandat
　　apparent（J．（）P．1964．1．1826）がある0
　6）　Cass．civ．5　avril　1965，J．G　P．1964．⊥L　15502，Dし1964．　1．306，S．
　　1964．　1．　1．
　7）　蝿eq．19mars　1946，　J．αP．1946．且．3125．
　8）　Trib．　Seine，　22　f6v．　1951，」．αP．　1951．1L　6194．
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